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	第１条　この条例は、一般職の職員から常勤の特別職の職員となった場合に支給される退職手当の額の特例を定めるものとする。
	第２条　山形県市町村職員退職手当支給条例（昭和３７年条例第３号。以下「退職手当条例」という。）第２条の適用を受ける一般職の職員（勤続期間が２０年以上で年齢５０歳以上の者に限る。）で引き続き当該職員の属する市町村の常勤の特別職の職員となった者（以下「特別職就任退職者」という。）の一般職の職員期間に係る退職手当の額は、当分の間、退職手当条例の規定にかかわらず、この条例の定めるところによる。
	第３条　特別職就任退職者の一般職の職員期間に係る退職手当の額は、特別職就任退職者を地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の２の規定により定年退職した一般職の職員とみなして一般職の職員の例により計算した退職手当の額とする。
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	附　則　　　　　（平成１５年　条例第５号）
	附　則　　　　　（平成１８年　条例第２号抄）

